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居宅介護支援重要事項説明書
　この居宅介護支援重要事項説明書は、お客様が居宅介護支援サービスを受けられるに際し、お客様やそのご家族に対し、当事業所の事業運営規程の概要や従事者などの勤務体制等、お客様のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記したものです。

なお、この「重要事項説明書」は、「指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号）」第４条の規定に基づき、指定居宅介護支援提供契約締結に際して、ご注意いただきたいことを説明するものです。

第１条　企業理念
　・カスタマーファースト（顧客第一主義）
　・最大多数の最大幸福
第２条　運営方針
１．要介護状態にあるお客様が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう支援いたします。
２．お客様の心身の状況、また置かれている環境に応じて、お客様の選択に基づいた適切な福祉サービス及び保健医療サービスが、多様な事業者から総合的且つ効率的に提供されるよう支援いたします。

３．指定居宅介護支援の提供にあたっては、お客様の意思及び人格を尊重するとともに、お客様に提供される指定居宅サービスなどが、特定の種類、または特定のサービス事業者に偏ることのないように公正中立に事業を実施いたします。
４．市区町村、老人介護支援センター、他の居宅介護支援業者、介護保険施設、地域包括
支援センター、地域における様々な取組みを行う者等との連携に努めます。
　５.事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等の為、必要な体制の整備を行うととも
　　　に、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じる。
　６.事業所は、指定居宅介護支援を提供するに当たっては、介護保険法第118条の2第1項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行うよう
　　務める。

７．従事者の教育研修を実施し、提供するサービスの質の向上に努めます。
第３条　会社概要
１．本社（以下、「当社」とします）
	法人名
	株式会社　マグネット

	所在地
	広島県安芸郡府中町浜田本町4番3号

	代表者氏名
	代表取締役　西川　吉三

	代表番号
	電話：０８２（５１０）１９５０　FAX：０８２（５１０）１９５１

	設立
	令和２年　５月２６日


	資本金
	３，０００万円

	実施事業
	在宅介護事業、ビルメンテナンス、旅行



２．サービス事業所（以下、「当事業所」とします）
	事業所名
	カイゴの窓口

	所在地
	広島県安芸郡府中町浜田本町3-30　岡本ビル105

	電話番号
	　　０８２　（５１０）１９５０

	ＦＡＸ番号
	　　０８２　（２５８）１９５１　　　　　　　　　　　　　　　　

	介護保険指定事業者番号
	　３４７３２０１２１２

	通常の事業の実施地域 
	安芸郡府中町、海田町、広島市全域、廿日市市


	損害賠償責任保険加入先
	東京海上日動火災保険株式会社


３．職員体制
	職種
	職員数
	兼務の有無

	管理者
	１名
	有

	主任介護支援専門員
	２名（常勤　２名、非常勤　０名）
	有

	介護支援専門員
	0名（常勤　0名、非常勤　0名）
	

	事務職員
	１名
	


４．営業日及び営業時間
	営業日
	下記の休業日を除く毎日

	休業日
	原則として、土曜日・日曜日・国民の祝日

	営業時間
	午前　8時45分　～　午後　17時30分

	緊急連絡先
	電話：０９０（３１７８）５４６５


５．従事者の業務内容
	職種
	業務内容

	管理者
	介護支援専門員などの従事者の管理、また、居宅介護支援のご利用申し込みに

係る調整、業務の実施状況の把握、その他の管理を一元的に行います。

当事業所の従事者に、厚生労働省令で定められた指定居宅介護支援の人員基準

及び運営に関する基準を遵守させるために、必要な指揮命令を行います。

	介護支援

専門員
	要介護状態にあるお客様及びそのご家族のご相談を受け、お客様がその心身の状況などに応じて適切な居宅サービスの提供を確保できるよう、また、必要に応じて施設サービスをご利用できるよう、居宅サービス計画を作成するとともに、市区町村、居宅サービス事業者、介護保険施設などとの調整を行います。

	事務職員
	居宅介護支援事業所の運営上、必要な事務処理を行います。


第４条　サービス内容

１．居宅介護支援実施概要

	居宅サ―ビス計画作成の具体的方針

	①当事業所は要介護状態にあるお客様が、指定居宅サービス等の適切な利用をすることができるよう、当該お客様の依頼を受けて居宅サービス計画を作成するとともに、当該居宅サービス計画に基づく指定居宅サービス等の提供が確保されるよう、連絡調整、紹介等の便宜の提供を行います。また、お客様が介護保険施設等への入所を要する場合にあっては、介護保険施設等との連絡調整、紹介の便宜の提供を行います。
②お客様の意思に基づいた契約であることを確保するため、お客様は居宅サービス計画に位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めることができます。また、お客様は居宅サービス計画に位置づけた理由の説明を求めることができます。
③介護支援専門員は居宅サービス計画を新規に作成した場合や、要介護更新認定・要介護状態区分の変更認定を受けた場合については、原則としてサービス担当者会議を開催し、お客様にサービスを提供する指定居宅サービス事業者の担当者から意見を求め、提供するサービスの質の向上及び連携に努めます。ただし、サービス担当者会議を開催しないことについて、やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等によることで差し支えないこととします。
④お客様が医療系サービスの利用を希望している場合等は、お客様の同意を得て主治の医師等の意見を求めます。この意見を求めた主治の医師等に対して居宅サービス計画を交付します。
⑤当事業所は各サービス担当者がお客様の状況を把握し、介護支援専門員等と当該情報を共有することをサービス担当者会議の目的として明確化します。
⑥居宅サービス計画に位置づけられた訪問介護事業所等から伝達されたお客様の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリング等の際に介護支援専門員自身が把握したお客様の状態等について、介護支援専門員から主治の医師等に必要な情報伝達を行います。
⑦介護支援専門員は特段の事情のない限り、少なくとも１ヶ月に１回お客様の居宅を訪問し、お客様に面接しモニタリングの結果を記録します。
⑧入院時における医療機関との連携を促進する観点から、お客様が入院した際、介護支援専門員の氏名等を入院先医療機関にお伝えください。

⑨介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与を位置づける場合にあっては、当該計画に福祉用具貸与が必要な理由を記載するとともに、少なくとも６ヶ月に１度サービス担当者会議を開催し、その継続の必要性について検証をしたうえで継続が必要な場合にはその理由を居宅サービス計画に記載します。

⑩介護支援専門員は、居宅サービス計画に福祉用具貸与、特定福祉用具販売を位置づける場合にあっては、当該計画に福祉用具貸与、特定福祉用具販売が必要な理由を記載します。

⑪介護支援専門員は、要介護認定を受けているお客様が要支援認定を受けた場合には、地域包括支援センターに当該お客様に係る必要な情報を提供する等の連携を図ります。

⑫当事業所は、指定介護予防支援事業者または地域包括支援センターから介護予防支援業務の委託を受けるに当たっては、当該事業所の介護支援専門員の業務量等を勘案し、当該業務が適正に実施できるよう配慮します。


	居宅サ―ビス計画の作成方法

	身体機能面だけでなく、精神心理面、社会環境面を加えた３つの側面から、要介護状態にあるお客様の状況を総合的にとらえ、お客様のご相談に対応できる「居宅サービス計画ガイドライン方式」を用い、当方式を基礎に居宅サービス計画を作成します。


	居宅サ―ビス計画の作成手順

	①お客様の居宅サービス計画作成依頼受付

②被保険者証の確認

③重要事項説明書による説明・同意

④契約の締結

⑤お客様の状態把握・課題分析

⑥居宅サービス計画原案作成

⑦居宅サービス事業者との調整（サービス担当者会議の開催等）

⑧居宅サービス計画をお客様へ説明

⑨お客様の同意

⑩サービス利用状況の管理・モニタリング

⑪居宅介護支援に関わる諸記録整備


	相談受付場所
	お客様のご自宅、またはお客様（またはご家族）が指定される場所

	
	＊当事業所内の相談室または会議室などもご利用いただけます。


２．その他
	項　目
	有無
	備考

	介護支援専門員の変更
	有り
	変更を希望される方はご相談下さい。

	①お客様の担当になる介護支援専門員（担当の変更を含みます）の決定は、当事業所が行い、お客様が介護支援専門員を指名することはできません。当事業所の都合により担当の介護支援専門員を変更する場合は、お客様やそのご家族に対し事前にご連絡をすると共に、サービス利用に関する不利益が生じないよう十分に配慮します。

②お客様が担当の介護支援専門員の変更を希望する場合には、その変更希望理由（業務上不適当と判断される事由）を明らかにして、当事業所まで申し出ください。

	介護支援専門員への研修の実施
	有り
	年４回 継続研修を実施します。


第５条　利用料金
１．基本料金（所定単位数）（消費税非課税）

　　　要介護認定を受けた方は介護保険から全額保険給付され、自己負担はありません。
　　　

【要介護１又は要介護２】居宅介護支援費（Ⅱ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要介護度区分

取扱件数区分
	所定単位数
	基本料金

	介護支援専門員１人あたりのお客様数が50人未満の場合
	1086単位
	11,620円

	〃　40人以上60人未満の場合において45以上の部分
	527単位
	5,638円

	〃　60人以上の場合において60以上の部分
	316単位
	3,381円


【要介護３、要介護４又は要介護５】
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要介護度区分

取扱件数区分
	所定単位数
	基本料金

	介護支援専門員１人あたりのお客様数が40人未満の場合
	1411単位
	15,097円

	〃　40人以上60人未満の場合において40以上の部分
	683単位
	7,308円

	〃　60人以上の場合において60以上の部分
	410単位
	4,387円


２．各種加算（消費税非課税）
	加算
	加算単位
	算定回数等

	初回加算
	300単位
	新規に居宅サービス計画を作成する場合。要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画を作成する場合。要介護状態区分が２区分以上変更された場合に居宅サービス計画を作成する場合。

	緊急時等居宅カンファレンス加算
	200単位/回
	病院又は診療所の求めにより病院又は診療所の医師又は看護師等と一緒にお客様宅を訪問しカンファレンスを実施、サービスの利用に関する調整を行った場合。

	入院時情報連携加算（Ⅰ）

	250単位/月


	お客様の入院にあたって病院等職員にお客様の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を入院した当日に行った場合。

	入院時情報連携加算（Ⅱ）
	200単位/月
	お客様の入院にあたって病院等職員にお客様の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を入院後3日以内に行った場合。


	退院・退所加算（Ⅰ）イ
	450単位/回

	お客様の退院又は退所にあたって、カンファレンス以外の方法での医療機関等との面談により、必要な情報の提供を１回受けた上で居宅サービス計画を作成し、またサービス利用に関して調整を行った場合。

	退院・退所加算（Ⅰ）ロ
	600単位/回
	お客様の退院又は退所にあたって、カンファレンスでの医療機関等との面談により、必要な情報の提供を１回受けた上で居宅サービス計画を作成し、またサービス利用に関して調整を行った場合。

	退院・退所加算（Ⅱ）イ
	600単位/回
	お客様の退院又は退所にあたって、カンファレンス以外の方法での医療機関等との面談により、必要な情報の提供を２回以上受けた上で居宅サービス計画を作成し、またサービス利用に関して調整を行った場合。

	退院・退所加算（Ⅱ）ロ
	750単位/回
	お客様の退院又は退所にあたって、医療機関等の職員との面談により、必要な情報の提供を２回受けた上で（うち１回以上はカンファレンスによる。）、居宅サービス計画を作成し、またサービス利用に関して調整を行った場合。

	退院・退所加算（Ⅲ）
	900単位/回
	お客様の退院又は退所にあたって、医療機関等の職員との面談により、必要な情報の提供を３回以上受けた上で（うち１回以上はカンファレンスによる。）居宅サービス計画を作成し、またサービス利用に関して調整を行った場合。

	通院時情情報連携加算
	50単位/月
	通院時情報連携加算の追記（利用者が医師の診察を受ける際に同席し、医師等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合）

	ターミナルケアマネジメント加算
	400単位/回
	末期の悪性腫瘍のお客様について、逝去日及び逝去日14日以内に2日以上在宅の訪問し、主治の医師等の助言を得つつ、お客様の状態等を把握し、主治の医師やサービス事業者へ情報共有した場合。
「人生の最終段階における医療・ケアの決定プセスに関するガイドライン」等の内容に沿った取組を行う。


	特定事業所加算（　　）

	519単位/月

421単位/月
323単位/月
	お客様に関する情報又はサービス提供にあたっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催するなど、厚生労働大臣が定める基準に適合する場合。
「必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォ―マルを含む）が包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成する。

	◎特定事業所加算（A）
	114単位/月
	・24時間の連絡体制の確保
・事業所のケアマネへの計画的な研修の実施
・実務研修の実習への協力
・他法人との協力による事例検討会の開催



　　
３．居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケアマネジメント業務を行ったものの利用者の死亡によりサービス利用に至らなかった場合に、モニタリングやサービス担当者会議における検討等必要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介護保険サービスが提供されたものと同等に取り扱うことが適当と認められるケースについて、居宅介護支援の基本報酬の算定を行う。
４．各種減算（消費税非課税）

　　次に掲げるいずれかに該当している場合は、居宅介護支援費に下記の減算が適用されます。
　①特定事業所集中減算

正当な理由なく当事業所において前6ヶ月間に作成された居宅サービス計画に位置づけられた居宅サービス等の提供総数のうち同一の事業者によって提供されたものの占める割合が80％以上である場合は、特定事業所集中減算として、１月につき200単位を所定単位数から減算します。
　②運営基準減算

厚生労働省が別途定める居宅介護支援サービスの運営基準を満たさない場合、所定単位数が50％減算されます。また、その状態が2ヶ月以上継続している場合は、所定単位数が100％減算されます。
③業務継続計画未実施減算
感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービス提供を継続的に実施するための、および非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画を策定していない場合１％減算されます。
④高齢者虐待防止措置未実施減算
虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、従業者への周知徹底されていない場合１％減算されます。
⑤身体拘束廃止未実施減算
・身体拘束等を行う場合には、その態様および時間、入所者の心身の状況並びに緊急でやむを得ない理由を記録
・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催し、介護職員その他従業員に周知徹底
・身体的拘束等の適正化のための指針を整備
・介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施
以上の措置を講じられていない場合１％減算
⑥同一建物に居住する利用者へのケアマネジメント
・指定居宅介護支援事業所の所在する建物と同一の敷地内、隣接する敷地内の建物又は指定居宅介護支援事業所と同一の建物に居住する利用者
・指定居宅介護支援事業所における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（上記を除く）に居住する利用者
上記に対象となる利用者がいる場合所定単位数の９５％を算定する。
第６条　交通費（消費税課税）
　　第３条に記載する通常の事業の実施地域外にお住まいのお客様につきましては、下記に定める交通費の実費をご負担いただきます。その場合の実費は第３条に記載する通常の事業の実施地域を超えた地点から目的地までの区間における往復の自動車使用時の諸経費（ガソリン代、有料道路代、通行料等）または公共交通機関利用料金となります。

	移動交通手段
	負担していただく交通費等

	公共交通機関
	実費

	自動車等
	４０円 ／ 1㎞当り（消費税込）


第７条　解約料
お客様はいつでも契約を解除することができ、解約料はかかりません。

第８条　お支払方法
１．当社は、利用実績に基づいて1ヶ月毎にサービス利用料金を請求し、お客様は原則として当社の指定する期日に口座引き落としの方法により支払うものとします。

　　なお、第５条に記載のとおり、介護保険が適用される場合、居宅サービス計画作成等の費用は全額保険給付され、第６条の交通費等を除きお客様負担はありません。

　２．お支払確認後、領収書をお渡ししますので、必ず保管されますようお願いします。

　　　（医療費控除の還付請求の際に必要となることがあります）

第９条　緊急時の対応方法
サービス提供中にお客様の容体の変化などがあった場合は、事前の打ち合わせに従って、主治医、救急隊、親族等へ連絡いたします。
	お客様の
主治医
	氏名
	

	
	医療機関の名称
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	　　　　（　　　　　）　　　－　　　　

	ご家族


	氏名
	　　　　　　　　（続柄：　　　　　　）

	
	住所
	

	
	電話番号
	　　　　（　　　　　）　　　　－　　　

	その他の
緊急連絡先
	氏名
	　　　　　　　　　　（続柄：　　　　　　）

	
	住所
	

	
	電話番号
	　　　　（　　　　　）　　　　－　　　　


第１０条　虐待の防止について
当事業所はお客様等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。

・成年後見制度の利用を支援します。
・苦情解決体制を整備しています。
・従業員に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施します。
・虐待防止委員会を事業所に設置します。3ヶ月に1回開催。
　目的は虐待の未然防止、虐待事案発生時の検証や再発予防策の検討し、検討結果を

　従業者に周知徹底します。

・虐待防止の従業者への研修を月1回実施します。

・虐待の防止に関する責任者を選任します。

　虐待防止責任者名　西川　吉三
第１１条　身体拘束等の適正化の推進
　　　身体拘束を行う場合には、その態様及び時間、利用者の心身の状況並びに緊急で
　　やむを得ない理由の記録を行う。
　　　身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を3カ月に1回以上開催し
　　従業者に周知徹底を行う。
　　　身体拘束等の適正化のための指針を整備し月1回の研修を実施する。
第１２条　身分証携行義務
介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及お客様またはそのご家族から提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します。

第１３条　相談・要望・苦情などの当事業所窓口
　　　サービスに関する相談、要望、苦情などは専門相談員か下記窓口までお申し出下さい。
①当事業所のサービス相談、要望、苦情等窓口

	電話番号
	０８２（５１０）１９５０

	受付時間
	営業日の午前　８ 　時　４５ 　分～午後　５ 　時　３０ 　分

	苦情受付担当者
	西川　吉三

	苦情解決責任者
	西川　吉三

	備    考
	


（1） 公的機関のサービス相談、要望、苦情等窓口
	市町村介護保険相談窓口
広島市役所介護保険課事業者指導係
	所在地　広島市中区国泰寺町一丁目6番34号
電話番号　　０８２－５０４－２１８３
FAX番号　　０８２－５０４－２１３６
対応時間　　８：３０～１７：１５

	広島県国民健康保険団体連合会（国保連）
	所在地　広島市中区東白島町19番49号　国保会館                                         

電話番号　　082-554-0783
FAX番号　  082-511-9126
対応時間　　　８：３０～１７：15


	（中区）
	所在地　広島市中区大手町四丁目１番1号
電話番号　　０８２－５０４－２４７８
Fax番号 　　０８２－５０４－２４１２
対応時間　　8：30～17：15

	（南区）
	所在地　広島市南区皆実町一丁目4番46号
電話番号　　０８２－２５０－４１３８
Fax番号 　　０８２－２５４－９１８４
対応時間　　8：30～17：15

	（西区）
	所在地　広島市西区福島町二丁目24番1号
電話番号　　０８２－２９４－６５８５
Fax番号 　　０８２－２３３－９６２１
対応時間　　8：30～17：15

	（東区）
	所在地　広島市東区東蟹屋町9番34号
電話番号　　０８２－５６８－７７３２
Fax番号 　　０８２－２６４－５２７１
対応時間　　8：30～17：15

	（安佐南区）
	所在地　広島市安佐南区中須一丁目38番13号
電話番号　　０８２－８３１－４９４３
Fax番号 　　０８２－８７０－２２５５
対応時間　　8：30～17：15

	（安佐北区）
	所在地　広島市安佐北区可部三丁目19番22号
電話番号　　０８２－８１９－０６２１
Fax番号 　　０８２－８１９－０６０２
対応時間　　8：30～17：15

	（安芸区）
	所在地　広島市安芸区船越南三丁目2番16号　                                        

電話番号  　０８２－８２１－２８２３                                      

Fax番号    ０８２－８２１－２８３２                                    

利用時間　　８：30～17：15

	（佐伯区）
	所在地　広島市佐伯区海老園二丁目5番28号　                                        

電話番号  　０８２－９４３－９７３０                                      

Fax番号    ０８２－９２３－５０９８                                    

利用時間　　８：30～17：15

	（海田町）
	所在地　安芸郡海田町上市14-18
電話番号　　０８２－823－9609
Fax番号 　　０８２－８２３－９２０３
対応時間　　8：30～17：15

	（府中町）
	所在地　安芸郡府中町大通三丁目5番１号　                                        

電話番号  　０８２－２８６－３２３3                                      

Fax番号    ０８２－２８６－３１９９                                    

利用時間　　８：30～17：15

	（廿日市市）
	所在地　廿日市市下平良一丁目11-1　                                        

電話番号  　０８２９－２０－０００１                                      

Fax番号    ０８２９－３１－１９９９                                    

利用時間　　８：30～17：15


＊苦情への対応について
当事業所はお客様に対して、自ら提供した居宅介護支援及び自らが居宅サービス計画に位置づけた居宅サービスに係る苦情を受付けた場合、以下の基本手順に基づいた対応を実施します。

①苦情の受付

②苦情内容の確認

③苦情解決責任者等への報告

④お客様への苦情解決に向けた対応の事前説明・同意

⑤苦情の解決に向けた対応の実施

⑥再発防止、及び改善の実施

⑦お客様への苦情解決結果の説明・同意

⑧苦情解決責任者等への最終報告

第１４条　守秘義務・個人情報保護について
１．当社及びその従業者は、お客様及びそのご家族の個人情報を、次に掲げるサービス提供のために必要な範囲内において、使用、提供又は収集させて頂くとともに、お客様及びそのご家族は、予めこれに同意するものとします。なお、個人情報の利用目的を変更する場合には、予め通知又は公表するものとします。
①お客様にサービスを提供するために必要な場合。

②お客様に関わる居宅サービス計画及び介護計画の立案、作成及び変更に必要な場合。

③サービス担当者会議及び運営推進会議その他介護支援専門員及び関係サービス事業
　所等との情報共有及び連絡調整等のために必要な場合。

④お客様が医療サービスの利用を希望され、主治医の意見を求める必要のある場合。

　（予め担当の従業者により連絡先を確認させていただきます）

⑤お客様の様態の変化等に伴い、ご親族、医療機関及び行政機関等に緊急連絡を要す
　る場合。

⑥行政機関の指導又は調査を受ける場合。

⑦サービスの質の向上を目的とした第三者評価機関による評価を受ける場合。

２．当社は、お客様及びそのご家族の個人情報に関して、お客様から開示又は訂正の要求がある場合には、所定の方法に従い、開示又は訂正するものとします。

３．当社及びその従業者は、サービスを提供する上で知り得たお客様及びそのご家族に関する事項を、正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は、従業者退職後及び本契約終了後も同様とします。

４．個人情報に関するお問い合わせにつきましては、「第８条の１または２当事業所・当社サービス相談、要望、苦情等窓口までご連絡ください。

（業務継続計画の策定等）
第１５条　事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。
２　事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するものとする。
３　事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。
（衛生管理等）
第１６条　事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じるものとする。
（１）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図る。
（２）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。
（３）事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施する。
第１７条　ご協力いただきたい事項

　　　以下の事項についてご理解いただき、事業所が行う居宅介護支援の提供にご協力ください。

　　　①お客様の疾患および心身の状況などの事項は居宅介護支援を行う上で、重要な情報です。詳細にお知らせいただき、従事者が行う状況把握にご協力ください。

　　　②従事者個人の電話番号や住所はお知らせできませんので、予めご了承ください。

　　　③従事者への仕事中の茶菓子、お礼は固くお断りしております。ご理解いただけますようお願い申し上げます。

第１８条　その他
1  当事業所が作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの割合について
前6か月間(R7.9月からR8.2月)に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合

 訪問介護 39％ 

通所介護 46％  

地域密着型通所介護 7％ 

福祉用具貸与 54％

 前６か月間(R7.9月からR8.2月)に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与 の各サービスごとの、同一事業者によって提供されたものの割合

	 訪問介護
	マグネット71％
	府中ホームヘルプふれあい　21％
	あきなかの訪問介護　14％

	通所介護
	ニックスデイサービス府中浜田　30％
	デイサービスチェリーゴード　19％
	リハビリデイサービス笑う門　12％

	地域密着型通所介護
	三ツ星デイサービス　40％
	ほねつぎ中山デイサービス　33％-
	サービステーションほの花
26％

	福祉用具貸与
	日本基準寝具　広島南営業所　36％
	フロンティア　広島営業所　28％
	フランスベッド南13％


2 居宅サービス計画書原案に位置付けた指定居宅サービス事業所等の選定理由の説明をもとめることが可能である。
以上

同意書
当社は、お客様またはそのご家族に対し、本サービス重要事項説明書により重要事項、第１３条に定める個人情報の使用等について説明し、お客様及びそのご家族はサービスの提供開始、重要事項、個人情報の使用等について同意しました。

　説明日　令和　8年　月　日
	＜お客様＞
	住所　　　
広島市
	

	
	氏名
	印

	
	
	

	＜ご家族＞
	住所


	

	
	氏名
	印

	
	（お客様との続柄：　　　　　　　　　　）
	

	
	
	

	＜立会人＞
	住所


	

	
	氏名
	印

	
	
	

	
	
	

	＜ 株式会社マグネット＞　　　　　　　
	カイゴの窓口
	　　　　　　印

	
	所在地　広島県安芸郡府中町浜田本町3-30　岡本ビル105

	

	
	管理者　西川　吉三
	

	
	説明者　
	　　　　　　印



（注）「立会人」欄には、本人とともに説明内容を確認し、緊急時などにお客様の立場に立って事


業者との連絡調整等を行う方がいる場合に記載してください。
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